
証券コード 5932
平成30年８月10日

株 主 各 位
富 山 県 高 岡 市 早 川 70 番 地

三 協 立 山 株 式 会 社
代表取締役社長 山 下 清 胤

　

第73回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第73回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、当社に平成30年８月
28日（火曜日）午後５時20分までに到着するようにご返送くださいますよう
お願い申しあげます。

敬 具
記

　

1. 日 時 平成30年８月29日（水曜日）午前10時

2. 場 所 富山県高岡市早川70番地

三協立山株式会社 本社 ショウルーム２階大ホール

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第73期（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）

事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容並びに会計

監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の

件

決 議 事 項

議 案 取締役(監査等委員である取締役を除く)９名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

○本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類
の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネット上
の当社ウェブサイト（http://www.st-grp.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知添
付書類には記載しておりません。なお、本招集ご通知添付書類に記載しております連結計算書
類及び計算書類は、会計監査人及び監査等委員会が会計監査報告及び監査報告の作成に際して
監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

○事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト(http://www.st-grp.co.jp/)に掲載させていただきます。
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添付書類

事 業 報 告
（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）

　

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
　1. 事業の経過及び成果

　 (1) 事業の状況
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、住宅投資は前年比減で
推移しましたが、企業収益の改善に伴う設備投資や雇用環境が堅調
なことなどにより、総じて緩やかな回復基調で推移しました。海外
経済は、米国の通商政策動向が懸念されるものの、米国、欧州で景
気拡大が続き、中国などアジア諸国においても堅調に推移しまし
た。
　国内建材市場は、平成29年度の新設住宅着工戸数は94.6万戸（前
年度比97.2％）と前年度を下回り、新設着工全体に占める持家構成
比も前年比減となりました。
　アルミニウム形材及びビレットの国内市場は、自動車などの輸送
分野、一般機械分野を中心に堅調に推移しました。
　商業施設市場は、専門量販店ではドラッグストア業態が堅調に推
移しましたが、市場全体での設備投資抑制が続き、新規出店数は減
少しました。
　海外市場は、欧州やタイで堅調に推移し、アルミニウム押出形材
需要も増加しました。
　このような状況下、当社グループは2020年までを目標とした
『VISION2020』の成長戦略である「改装・リフォーム事業の強化」
「非建材事業の強化」「海外展開」の推進と、中期経営計画（2016年
５月期～2018年５月期）の最終年度として、基本方針である『国内
事業の収益体制強化と成長戦略の実現』に基づく諸施策の展開に注
力してまいりました。商業施設事業においては、2018年１月１日付
けでコクヨ株式会社のストア事業を会社分割の方法により承継して
おります。
　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高3,284億９百万円
（前連結会計年度比2.4％増）と増収となりましたが、営業利益12億
１百万円（前連結会計年度比82.1％減）、経常利益15億36百万円
（前連結会計年度比77.5％減）、親会社株主に帰属する当期純損失７
億31百万円（前連結会計年度は、21億22百万円の親会社株主に帰属
する当期純利益）と減益となりました。

― 2 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年07月27日 18時09分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　当社は、グループ全体の経営基盤の強化と収益力向上によって、
継続的な企業価値の向上を図り、株主の皆様のご期待に応えてまい
りたいと考えております。
　配当につきましては、業績状況や内部留保の充実などを勘案
した上で、安定的な配当を継続して実施することを基本方針と
しております。
　この方針に沿いまして、当期は中間配当として１株当たり15
円を先に実施しましたが、期末配当につきましては、中間期以
降の業績悪化を踏まえ、誠に遺憾ながら見送らせていただきた
く存じます。
　また、次期の配当につきましては、当社グループを取り巻く
経営環境を踏まえ、中間配当を１株当たり10円、期末配当を１
株当たり５円とし、あわせて年間15円を予定しております。

　事業別の概況は次のとおりです。

【建材事業】
　建材事業につきましては、主力商品の市場投入やリフォーム事業
の強化、販売力・収益力の向上、生産性向上など収益改善に努めて
まいりました。
　ビル建材事業では、リニューアルした基幹サッシ「MTG-70R」の
市場投入や店舗用建材「STフロント」のシリーズ強化など、受注拡
大に向けた商品力向上やエリア戦略による営業力強化に注力してま
いりました。また「MTG-70R」は「2017年度グッドデザイン賞」を
受賞いたしました。
　改装・環境分野のSTER事業では、マンション・一般ビル・学校な
どの改修需要開拓や販売網強化に取り組んでまいりました。
　住宅建材事業では、アルミ樹脂複合サッシ「アルジオ」のバリエ
ーション拡充やインテリア建材「リヴェルノ」の市場投入など、新
規開拓や販売網拡大に注力いたしました。室内建具「AMiS」手すり
ユニットが「2017年度グッドデザイン賞」を受賞いたしました。
　エクステリア建材事業では、強みであるカーポート群の提案力強
化に向け、各種新型カーポートの市場投入にあわせて一般消費者を
対象としたキャンペーンを実施するなど、PR強化を図ってまいりま
した。また、リフォーム需要の創出や販売網強化に注力いたしまし
た。
　以上の結果、ビル分野での短工期工事受注や住宅分野での販
売網の拡充に努めたものの、新設住宅着工戸数など市況が前年
比減で推移していることや競合環境が継続していること、アル
ミ地金など原材料価格の上昇影響などにより、売上高は1,969億
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43百万円（前連結会計年度比3.4％減）、営業損失は21億７百万
円（前連結会計年度は27億16百万円の営業利益）となりました。

【マテリアル事業】
　マテリアル事業につきましては、合金開発から加工までの一
貫生産体制、大型形材や高精度加工への対応などの強みを生か
した既存領域の拡大に加え、海外輸出物件・自動車部品などグ
ローバル需要に対応する基盤整備を進めるなど、国際事業との
連携によるシナジー創出に取り組んでまいりました。また、当
社 の ア ル ミ 押 出 材 が 東 急 電 鉄 ・ 伊 豆 急 行 線 「THE ROYAL
EXPRESS」の車両内装に採用されました。
　以上の結果、一般機械分野や輸送分野の需要が堅調であることや
アルミ地金市況と連動して売上高が増加したことなどにより、売上
高は461億78百万円（前連結会計年度比11.7％増）となりました。
営業利益は燃料費・電力料や物流費の増加などにより、38億14百万
円（前連結会計年度比2.4％減）となりました。

【商業施設事業】
　商業施設事業につきましては、コンビニエンスストアや専門量販
店など小売業の出店や改装需要に対する提案営業に注力いたしまし
た。また、コクヨ株式会社からのストア事業承継や北関東市場の開
拓を進めるなど事業領域拡大に向けた体制を整備いたしました。
　以上の結果、2018年１月からコクヨ株式会社のストア事業承継に
より売上が増加したことや、提案営業により改装需要を取り込んだ
ことなどにより、売上高は385億84百万円（前連結会計年度比7.8％
増）となりました。営業利益は、コクヨ株式会社のストア事業承継
に伴う一時費用の発生や営業体制強化による販管費の増加、物流費
の増加などにより、10億81百万円（前連結会計年度比39.0％減）と
なりました。

【国際事業】
　国際事業につきましては、欧州・タイともに、自動車や鉄道など
の輸送分野の軽量化ニーズによるアルミ部材の採用が増加するな
か、高付加価値案件の獲得に注力いたしました。
　以上の結果、欧州・タイでの輸送分野の需要取り込みや為替影響
などにより、売上高は465億58百万円（前連結会計年度比17.4％増）
となりました。しかしながら、原材料価格の上昇や生産性向上など
収益改善の遅れなどにより、営業損失は15億35百万円（前連結会計
年度は16億40百万円の営業損失）となりました。
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(2) 事業別の売上高と営業利益の推移

事 業 区 分

第 72 期

(平成28年６月～
平成29年５月)

第 73 期
(当連結会計年度)

(平成29年６月～
平成30年５月)

前連結会計年度比

増 減

構成比 構成比 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

建材事業
売 上 高 203,913 63.6 196,943 60.0 △6,970 △3.4

営業利益 2,716 40.5 △2,107 △175.5 △4,824 －

マテリアル
事 業

売 上 高 41,325 12.9 46,178 14.1 4,852 11.7

営業利益 3,906 58.2 3,814 317.5 △91 △2.4

商業施設
事 業

売 上 高 35,781 11.2 38,584 11.7 2,803 7.8

営業利益 1,774 26.4 1,081 90.1 △692 △39.0

国際事業
売 上 高 39,644 12.4 46,558 14.2 6,914 17.4

営業利益 △1,640 △24.4 △1,535 △127.9 104 △6.4

そ の 他
売 上 高 153 0.0 145 0.0 △7 △5.2

営業利益 110 1.6 104 8.7 △6 △5.8

消 去
又は全社

売 上 高 － － － － － －

営業利益 △153 △2.3 △155 △12.9 △1 0.9

合 計
売 上 高 320,817 100.0 328,409 100.0 7,592 2.4

営業利益 6,713 100.0 1,201 100.0 △5,511 △82.1

　(注) 1.第72期、第73期に記載の△は、当該連結会計年度の損失を示しております。
　 2.前連結会計年度比増減に記載の△は、前連結会計年度比減少を示しており

ます。
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　2. 財産及び損益の状況
（単位：百万円）

区 分

第 70 期

(平成26年６月～
平成27年５月)

第 71 期

(平成27年６月～
平成28年５月)

第 72 期

(平成28年６月～
平成29年５月)

第 73 期
(当連結会計年度)
(平成29年６月～

平成30年５月)

売 上 高 292,391 332,168 320,817 328,409

営 業 利 益 8,541 6,251 6,713 1,201

経 常 利 益 7,928 5,395 6,842 1,536

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属
する当期純損失（△）

5,949 94 2,122 △731

１株当たり当期純利益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （△）

189円43銭 　2円99銭 67円61銭 △23円31銭

純 資 産 85,148 80,102 84,147 86,079

総 資 産 270,557 254,630 254,139 271,017

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式数に基づ
いて算出しております。期中平均発行済株式数は、第70期31,409,991株、第
71期31,398,090株、第72期31,391,039株、当連結会計年度31,381,862株とな
っております。
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　3. 対処すべき課題
　今後の見通しとしては、国内経済は引き続き企業収益や雇用環境の
改善などを背景に底堅く推移するものと思われます。海外経済におい
ては、米国の通商政策による懸念材料がありますが、全体としては緩
やかな拡大基調が続くものと思われます。
　建材市場では、平成30年度の市況は前年並みで推移するものと見込
まれます（新設住宅着工戸数94.5万戸：前年度比100％、非木造建築
着工床面積76,900千㎡：前年度比99.5％）。
　アルミニウム形材及びビレットの国内市場では、輸送分野や一般機
械分野を中心に引き続き堅調な需要が見込まれます。
　商業施設市場では、新店需要は減少傾向にあるものの、店舗改装や
メンテナンス需要は堅調に推移するものと見込まれます。
　海外市場では、米国通商政策によるアルミ地金価格の変動懸念があ
るものの、輸送分野を中心にアルミニウム形材需要が堅調に推移する
ものと見込まれます。
　このような状況を踏まえ、今後の中長期的な市場見通しと当社が目
指すべき事業構造を見据えて、次期３ヵ年（2019年５月期～2021年５
月期）の新中期経営計画を策定いたしました。
　基本方針として『変革と価値創造～安定かつ成長可能な事業構造へ
～』を掲げ、
　１．収益改善
　２．成長事業、グローバルシナジーの拡大
　３．次なる事業領域の開拓
により、市場構造変化に対応した事業ポートフォリオの構築を目指し
てまいります。
　「収益改善」では、建材事業の経営資源の効率化や資源シフト、国
際事業の黒字化に取り組みます。建材事業においては製造・押出ライ
ン・加工ラインの生産性向上や収益力の高い分野への資源シフトを進
めるとともに、国際事業においては物量確保と生産効率向上を図りま
す。
　「成長事業、グローバルシナジーの拡大」では、建材事業、マテリ
アル事業、商業施設事業の成長領域への強化拡大を図るとともに、マ
テリアル事業と国際事業の連携によりグローバル顧客を獲得し、シナ
ジー創出を図ります。
　「次なる事業領域の開拓」においては、植物工場栽培システムの事
業化、サービス領域の拡大、さらには、「環境」「省人」「インフラメ
ンテ」など社会的課題に対して当社グループの経営資源や強みを生か
した事業の創出に注力してまいります。
　創業の原点である「お得意先・地域社会・社員」の三者が協力し共
栄するという協業の精神を当社グループ全体が認識し、お客様に喜び
と満足を提供する企業活動を展開することで、引き続きグループ企業
価値の向上を図ってまいります。
　株主の皆様方におかれましては、今後ともより一層のご支援ご鞭撻
を賜りますようお願い申し上げます。
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　4. 主要な事業内容（平成30年５月31日現在）
　

事業区分 主 要 製 品

建 材 事 業

①ビル用建材（ビル用サッシ、ドア、カーテンウォール、中低層用サッシ、
自然換気システム、フロントサッシ、改装材、手すり、内外装建材等）
②住宅用建材（住宅用サッシ、玄関ドア・引戸、窓まわり商品、インテリ
ア建材等）
③エクステリア建材（門扉、フェンス、カーポート、テラス、人工木デッ
キ、ガーデンルーム、機能門柱、通路シェルター等）

マテリアル
事 業

形材（輸送関連機器用、電気・電子関連機器用、産業機械関連用、工場設
備用）、アルミニウムビレット

商 業 施 設
事 業

店舗用什器・その他（汎用陳列什器、業種業態専用什器、カウンター、店
舗内装工事等）、看板（規格看板、特定顧客向け看板、取付施工業務等）

国 際 事 業
欧州・中国におけるアルミニウム押出材（航空機用、鉄道用、自動車用等）
及びASEAN地域におけるアルミニウムビレット・アルミニウム押出材、アル
ミニウム製品（建材用、自動車用等）

　

　5. 主要な事業拠点等（平成30年５月31日現在）
　

名 称 所 在 地

当 社 本 社 富山県高岡市

東京オフィス 東京都中野区

三協アルミ社 富山県高岡市

支 店
東京、大阪、愛知をはじめとする21都道
府県に所在

工 場

佐加野工場（富山県高岡市）、福岡工場
(同）、福岡西工場（同）、新湊工場（富山
県射水市）、射水工場（同）、福光工場
（富山県南砺市）、福野工場（同）、氷見工
場（富山県氷見市）

三協マテリアル社 富山県高岡市、東京都中野区

支 店 東京、愛知、富山、大阪

工 場

高岡工場（富山県高岡市）、戸出工場
（同）、新湊東工場（富山県射水市）、奈呉
工場（同）、石川工場（石川県羽咋郡宝達
志水町）

タテヤマアドバンス社 東京都中央区

支 店
北海道、宮城、東京、埼玉、富山、愛知、
大阪、岡山、福岡

工 場 横浜工場（神奈川県横浜市）

三 協 テ ッ ク 本 社 富山県高岡市

株 式 会 社 支 店 東京をはじめとする34都道府県に所在

協 立 ア ル ミ
株 式 会 社

本 社 富山県南砺市

三 精 工 業
株 式 会 社

本 社 富山県射水市
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名 称 所 在 地

ＳＴ物流サービス
株 式 会 社

本 社 富山県小矢部市

Ｓ Ｔ メ タ ル ズ
株 式 会 社

本 社 富山県高岡市

三 協 化 成
株 式 会 社

本 社 富山県高岡市

サンクリエイト
株 式 会 社

本 社 富山県南砺市

Sankyo Tateyama
Europe BVBA

本 社 ベルギー王国アントウェルペン州

ST Extruded
Products Germany

GmbH
本 社

ドイツ連邦共和国バーデン=ヴュルテンベ
ルク州

SANKYO TATEYAMA
(SINGAPORE) PTE.LTD.

本 社 シンガポール共和国

Thai Metal
Aluminium Co.,Ltd.

本 社 タイ王国サムットプラカーン県

SANKYO TATEYAMA
(THAILAND) CO.,LTD.

本 社 タイ王国サムットプラカーン県

SANKYO TATEYAMA
ALLOY (THAILAND)

CO.,LTD.
本 社 タイ王国プラチンブリ県

三協立山押出製品
（天津）有限公司

本 社 中華人民共和国天津市
　

　6. 使用人の状況（平成30年５月31日現在）
　

使用人数 前連結会計年度末比

11,256名 　117名減

(注) 使用人数は当社及び連結子会社の就業人員（当社グループからグループ外へ
の出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。）です。

　
　7. 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資総額は96億91
百万円であります。その主なものは、設備の合理化・修繕、新商品投
入のための設備導入などであります。

　
　8. 資金調達の状況

　当社グループにおいて、当連結会計年度中、設備投資等の所要資金
のため長期借入で総額242億円、社債発行で30億円の資金調達を行い
ました。
　また、当社は平成30年３月に取引金融機関11行と総枠205億円のコ
ミットメントライン契約を更新し、当連結会計年度末における借入実
行残高は、55億円となっております。
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　9. 主要な借入先の状況（平成30年５月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 北 陸 銀 行 5,205
百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 5,180

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,963

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 4,422

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 4,232

株 式 会 社 富 山 第 一 銀 行 3,765

株 式 会 社 北 國 銀 行 3,026

農 林 中 央 金 庫 2,948

(注) 上記の借入先には、シンジケートローン（合計11,128百万円）は含めており
ません。

　
　10. 重要な子会社の状況（平成30年５月31日現在）

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

三協テック株式会社 50
百万円

100
％ アルミ建材等の加工及

び販売

協立アルミ株式会社 100
百万円

100
ドア等木質建材用品の
製造

三 精 工 業 株 式 会 社 490
百万円

100
金属製店舗用器具の製
造販売

ＳＴ物流サービス株式会社 300
百万円

100 貨物自動車運送業等

ＳＴメタルズ株式会社 100
百万円

100
アルミ建材の製造及び
販売

三 協 化 成 株 式 会 社 100
百万円

100
建築用ガスケットの製
造

サンクリエイト株式会社 100
百万円

100
アルミ鋳物製品の製造
及び販売

Sankyo Tateyama
Europe BVBA

84,658

千EUR

100

ST Extruded Products
Germany GmbH 等の事業
の運営、統括、管理及
びアルミニウム押出事
業

ST Extruded
Products Germany

GmbH
6,646

千EUR

100 アルミニウム押出事業
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会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

SANKYO TATEYAMA
(SINGAPORE) PTE.LTD.

87,563

千US$

100

％ SANKYO TATEYAMA
(THAILAND) CO.,LTD.の
株式を保有する特別目
的会社

Thai Metal
Aluminium Co.,Ltd.

1,680
百万
THB 62.26

アルミビレット、アル
ミ製品の製造及び販売

SANKYO TATEYAMA
(THAILAND) CO.,LTD.

3,038

百万
THB

100
Thai Metal Aluminium
Co.,Ltd.等の事業の運
営、統括、管理

SANKYO TATEYAMA ALLOY
(THAILAND) CO.,LTD.

1,100
百万
THB 100 アルミニウム鋳造等

三 協 立 山 押 出 製 品
（天 津） 有 限 公 司

219,664
千

人民元 100
アルミ製品の製造及び
販売

(注) 出資比率には子会社が保有する間接保有を含みます。
　
　11. その他企業集団の現況に関する重要な事項
　

　連結子会社である三協テック株式会社は、平成30年４月２日付で株
式会社高知サッシセンターの全株式を取得し、子会社化いたしまし
た。
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Ⅱ．株式及び新株予約権等に関する事項（平成30年５月31日現在）

1. 株式数 発行可能株式総数 普通株式 150,000,000株

Ａ種優先株式 1,000,000株

Ｂ種優先株式 1,000,000株

Ｃ種優先株式 1,000,000株

Ｄ種優先株式 1,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 31,554,629株

(うち自己株式数 72,025株)
　

2. 株主数 19,504名
　

　3. 大株主

株 主 名
持 株 数
（普通株式）

持株比率

千株 ％

住 友 化 学 株 式 会 社 2,235 7.10

三 協 立 山 社 員 持 株 会 1,176 3.73

三 協 立 山 持 株 会 1,021 3.24

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM
CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD

987 3.13

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 971 3.08

Ｓ Ｔ 持 株 会 971 3.08

株 式 会 社 北 陸 銀 行 888 2.82

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 （信託口） 864 2.74

STATE STREET LONDON CARE OF STATE STREET
BANK AND TRUST. BOSTON SSBTC A/C UK
LONDON BRANCH CLIENTS-UNITED KINGDOM

845 2.68

住 友 不 動 産 株 式 会 社 809 2.57

(注) 当社は、自己株式72,025株を保有しており、持株比率の算定においては自己
株式を除いて算出しております。

　

　4. その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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　5. 新株予約権等の状況（平成30年５月31日現在）

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予
約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新
株予約権の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
　

区 分

120%ソフトコール条項付
第２回無担保転換社債型
新 株 予 約 権 付 社 債
（平成27年６月５日発行）

発 行 決 議 の 日 平成27年５月20日

新 株 予 約 権 の 数 75個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 3,489,975株

転 換 価 額 2,149円

行 使 期 間
平成27年６月12日～
平成32年５月29日

社 債 残 高 7,500百万円
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Ⅲ．会社役員に関する事項

　1. 取締役の氏名等（平成30年５月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
社 長

山 下 清 胤

代表取締役専務
執 行 役 員

中 野 敬 司 三協アルミ社社長

常 務 取 締 役
執 行 役 員

岡 本 誠
国際事業統括室長 兼 国際事業代表 兼 マテリア
ル事業管掌

常 務 取 締 役
執 行 役 員

庄 司 美 次 経営企画統括室長 兼 三協アルミ社上席事業役員

常 務 取 締 役 山 田 浩 司 財務経理統括室長 兼 情報システム統括室長

取 締 役
執 行 役 員

平 能 正 三 三協マテリアル社社長

取 締 役 黒 崎 聡 総務人事統括室長 兼 経営監査部担当

取 締 役
執 行 役 員

池 田 一 仁 タテヤマアドバンス社社長

取 締 役
監査等委員(常勤)

西 岡 隆 郎

社 外 取 締 役
監査等委員(常勤)

野 崎 博 見

取 締 役
監査等委員(常勤)

三 村 伸 昭

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

堀 祐 一

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

釣 長 人

(注）1.池田一仁氏は、平成29年８月29日開催の第72回定時株主総会にて取締役に選
任されました。

2.蒲原彰三氏は、平成29年８月29日開催の第72回定時株主総会終結の時をもっ
て代表取締役副社長を退任しております。

3.阿見秀一氏は、平成29年８月29日開催の第72回定時株主総会終結の時をもっ
て取締役を退任しております。

4.西岡隆郎、堀祐一、釣長人の各氏は、平成29年８月29日開催の第72回定時株
主総会にて監査等委員である取締役に選任されました。

5.佐野孝司、角木完太郎、荒木二郎の各氏は、平成29年８月29日開催の第72回
定時株主総会終結の時をもって監査等委員である取締役を退任しておりま
す。
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6.野崎博見、堀祐一、釣長人の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締
役であります。

7.野崎博見、堀祐一、釣長人の各氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づ
き届け出た独立役員であります。

8.釣長人氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。

9.西岡隆郎、野崎博見、三村伸昭の各氏は、常勤の監査等委員であります。常
勤の監査等委員を選定している理由は、取締役会以外の重要な社内会議への
出席等による情報収集や内部監査部門との十分な連携を図ることで、監査の
実効性を高めるためであります。

10.当事業年度中に以下の取締役の地位及び担当の異動がありました。

氏 名
地位、担当、重要な兼職の状況

異動年月日
変更後 変更前

蒲 原 彰 三
代表取締役副社長
海外建材事業管掌
三協テック会長

代表取締役副社長
執行役員

三協アルミ社社長
平成29年６月１日

岡 本 誠

常務取締役 執行役員
国際事業統括室長
兼 国際事業代表

兼 マテリアル事業管掌

常務取締役 執行役員
国際事業統括室長 兼
三協マテリアル社社長

平成29年６月１日

阿 見 秀 一

取締役 執行役員
技術管掌 特命担当
（ものづくり構造改革

担当）

取締役 執行役員
技術統括室担当 兼
三協アルミ社副社長

平成29年６月１日

中 野 敬 司

常務取締役 執行役員
三協アルミ社社長

常務取締役 執行役員
タテヤマアドバンス社

社長
平成29年６月１日

代表取締役専務
執行役員

三協アルミ社社長

常務取締役 執行役員
三協アルミ社社長

平成29年８月29日

平 能 正 三

取締役 執行役員
三協マテリアル社社長
兼 国際事業事業役員

取締役 執行役員
三協アルミ社事業役員

平成29年６月１日

取締役 執行役員
三協マテリアル社社長

取締役 執行役員
三協マテリアル社社長
兼 国際事業事業役員

平成29年８月29日
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氏 名
地位、担当、重要な兼職の状況

異動年月日
変更後 変更前

庄 司 美 次

常務取締役 執行役員
経営企画統括室長
兼 三協アルミ社
上席事業役員

常務取締役 執行役員
経営企画統括室長
兼 経営監査部担当
兼 三協アルミ社
上席事業役員

平成29年８月29日

黒 崎 聡
取締役

総務人事統括室長
兼 経営監査部担当

取締役
総務人事統括室長

平成29年８月29日

池 田 一 仁
取締役 執行役員

タテヤマアドバンス社
社長

タテヤマアドバンス社
社長

平成29年８月29日

11.責任限定契約の内容の概要は以下のとおりです。
　当社と監査等委員西岡隆郎、野崎博見、三村伸昭、堀祐一、釣長人の各氏
とは、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を、その職務を行うにつき善意であり且つ重大な過失がなかっ
たときは、同法第425条第１項に定める最低責任限度額に限定する旨の契約
を締結しています。

　2. 取締役に対する報酬等

区 分 員 数 報酬等の総額

取 締 役
（監査等委員を除く）

10 名 252 百万円

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

8 80
(5) (34)

合 計 18 332

(注）1.取締役の報酬限度額は、平成27年８月27日の株主総会において監査等委員で
ない取締役分が年額400百万円以内、監査等委員である取締役分が年額130百
万円以内と定められております。

2.使用人兼務取締役はおりません。
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　3. 社外役員等に関する事項

　 (1) 重要な兼職の状況並びに当該兼職先との関係
　監査等委員野崎博見氏、堀祐一氏、釣長人氏に重要な兼職はあり
ません。

　
　 (2) 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

監査等委員
（常 勤）

野 崎 博 見

当事業年度中に開催された取締役会18回、監査等委員会

23回に全て出席し、主に長年にわたる金融機関での経

験・知識と他社の業務執行者として培った見地から発言

し意見を述べております。

監査等委員 堀 祐 一

当事業年度中監査等委員就任後に開催された取締役会13

回、監査等委員会14回に全て出席し、企業経営者として

の豊富な経験と幅広い知見から適宜発言し意見を述べて

おります。

監査等委員 釣 長 人

当事業年度中監査等委員就任後に開催された取締役会13

回、監査等委員会14回に全て出席し、主に税理士として

の専門的見地から適宜発言し意見を述べております。

(注) 取締役会の開催回数には書面決議を含んでおりません。
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Ⅳ．会計監査人に関する事項

　1. 会計監査人の名称

　有限責任 あずさ監査法人
　

　2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額 103百万円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その

他の財産上の利益の合計額
104百万円

(注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商
品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的に
も区分できませんので、合計額を記載しています。

2.当社の重要な子会社のうち、Sankyo Tateyama Europe BVBA、ST Extruded
Products Germany GmbH、SANKYO TATEYAMA (SINGAPORE) PTE.LTD.、Thai
Metal Aluminium Co.,Ltd.、SANKYO TATEYAMA (THAILAND) CO.,LTD.、
SANKYO TATEYAMA ALLOY (THAILAND) CO.,LTD.、三協立山押出製品(天津)有
限公司は、当社の会計監査人以外の監査法人の法定監査を受けております。

　

　3. 監査等委員会が会計監査人の報酬等について同意をした理由

　監査等委員会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な
資料の入手、報告を受けた上で会計監査人の監査計画の内容、会計監
査の職務執行状況、報酬見積の算定根拠について確認し、審議した結
果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等
の額について同意しております。

　

　4. 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人である有限責任 あずさ監査法人に対して、
コンフォートレター作成業務についての対価を支払っております。

　

　5. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれかに
該当すると認められる場合、監査等委員全員の同意により会計監査人
を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員
は、解任後最初に招集される株主総会において、解任した旨及びその
理由を報告いたします。また、監査等委員会は、会計監査人としての
適格性、独立性や信頼性などにおいて問題があると判断した場合は、
会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会
に株主総会の目的とする事を求めます。
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　なお、取締役会が、会計監査人としての適格性、独立性や信頼性な
どにおいて問題があると判断した場合、会計監査人の解任又は不再任
を会議の目的とする事を監査等委員会に請求し、監査等委員会はその
適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたし
ます。

　

　6. 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人である有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427
条第１項の契約を締結しておりません。
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Ⅴ．業務の適正を確保するための体制

　当社グループは、「経営理念」を実現するため、「ＣＳＲ憲章」「ＣＳ
Ｒ行動規範」等に基づき企業活動を行い、法令及び定款はもとより社会
規範を遵守し、高い倫理観を持って責任ある行動をすることを、経営の
重要課題としています。
　当社は以下の通り「内部統制システムに関する基本方針」を取締役会
決議により定めており、当社グループは、本基本方針に基づく内部統制
システムの整備状況を定期的に確認し、必要な改善措置を講じるほか、
本基本方針についても、経営環境の変化等に対応して見直しを行い、実
効性のある内部統制システムの整備に努めます。

　
1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社は、法令遵守・企業倫理等の方針及び規程を定め、取締役が率先してそ
の規範を示すとともに、当社及び当社グループ各社の役職員全員への浸透を
図ります。それを確実なものとするため代表取締役社長を委員長とした内部
統制委員会を設置し、またその下にコンプライアンス委員会を設置すること
により、内部統制システムの構築及び問題点の把握・改善に努めます。

(2) 取締役は、業務執行において法令及び定款を遵守し、取締役会は、取締役が
法令及び定款を遵守しているか、また内部統制システムに関する基本方針に
従い、適切に内部統制システムを構築、運用しているかについて監督義務を
果たします。

(3) 当社グループは、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切関係
をもたないこととし、それを明記した「コンプライアンス行動基準」に基づ
き対応します。また不当要求防止責任者を選任し組織的な体制を整備いたし
ます。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役が主催又は出席し重要な意思決定を行う会議の議事経過や決定事項及
び取締役が決定者となる社内稟議その他取締役の職務の執行に係る情報は文
書化し、保存します。

(2) 上記(1)の議事録や社内稟議書などの重要文書は、文書管理規程その他社内規
程に基づき、その保存媒体に応じて適切に保存・管理します。

(3) 取締役の職務の執行に係る重要文書は、取締役が常時閲覧可能な状態で管理
します。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社及び当社グループ各社におけるリスクに対する意識の浸透、当社グルー
プのリスクの早期発見及び顕在化の未然防止、また不測事態における対応等
を定めた規程を整備します。
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(2) 当社は、当社グループの内部統制・リスク管理を統括する組織として内部統
制委員会を設置し、リスク管理に関する全社方針を定め適時にリスクを評価
し、各リスク管理担当部署の計画策定・対策実施状況を監視・監督し、必要
に応じて改善を求めるなど、一連の管理を通して適切なリスク管理体制を整
備します。

(3) 不測のリスクについては、危機管理規程及びその運用マニュアルに基づき、
未然防止から発生時対応までの当社グループ統一的な危機管理体制を整備し
ます。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 当社は執行役員制及び事業役員制を導入し、業務執行責任の明確化と意思決
定の迅速化を図ります。

(2) 取締役会における重要な意思決定に際しては、潜在リスクが明確にされてお
り、そのリスクを考慮して効率的かつ十分な議論を行うための体制を整備し
ます。

(3) グループ全体の経営課題及び子会社各社の重要事項については、代表取締役
社長を議長とする経営会議において議論を行い、その決定をもって執行しま
す。

(4) 取締役会及び経営会議の決定に基づく業務執行については、社内規程にて、
それぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定めます。

(5) 当社グループの経営計画・利益計画を策定し、それに基づき活動するととも
に定期的に業績管理を行います。

5. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 代表取締役社長を委員長とする内部統制委員会を設置、またその下にコンプ
ライアンス委員会を設置し、当社グループのコンプライアンス体制の維持・
向上及びグループ内への浸透を図ります。

(2) 当社及び当社グループ各社における不正並びにコンプライアンス違反につい
ては、コンプライアンス委員会を主体とした対応体制により、発生防止や早
期発見に努めます。

(3) 代表取締役社長に直属する内部監査部門として経営監査部を置き、内部監査
規程に基づき内部監査を行います。

6. 当該株式会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

(1) 当社グループとしての業務の適正を確保するため、グループ全体に適用する
行動指針として、グループ行動指針を定め、それを担保する諸規程を整備し
ます。

(2) 企業集団に属する当社子会社が整備すべき内部統制システムに関する基準を
整備し、当社子会社が適切な内部管理システムを構築するよう必要且つ適切
な指導を行います。

(3) 当社グループ各社において、各々の事業内容・規模に応じた内部統制システ
ムを構築し、その体制の整備と運用を推進します。
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(4) 当社及びグループ会社間の取引は、法令その他コンプライアンス上適切に行
うものとし、親会社等による不当な要求について報告・対処する体制を整備
します。

(5) 当社は、関係会社管理規程を定め、子会社の経営計画・利益計画に基づく業
績管理や当社への決裁・報告制度を整えるなど必要な経営管理を行います。

(6) 当社の内部監査部門である「経営監査部」は、当社グループにおける内部監
査を実施又は統括し、当社グループの業務全般にわたる内部統制の有効性と
妥当性を確保します。

(7) 財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制を構築し、その
体制の整備・運用状況を定期的に評価するとともに、維持・改善に努めます。

7. 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び当該使用人

に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、
監査等委員会の補助者を監査等委員会室に配置します。

(2) 監査等委員会室に所属する使用人は、監査等委員会の指揮命令で職務を行い、
業務執行にかかる役職を兼務しません。

(3) 監査等委員会室長の人事異動は監査等委員会の事前同意を得て行い、人事考
課は監査等委員会が行います。

8. 当社及び当社グループ各社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受け

た者が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に

関する体制

(1) 当社及び当社グループ各社の取締役及び使用人等は、監査等委員会が報告を
求めた場合には、迅速且つ的確に対応します。

(2) 内部監査部門長は、監査等委員会に対し内部監査計画の承認を得るとともに、
監査結果については、監査等委員会に報告をします。

(3) 直接通報窓口その他を通じて、当社及び当社グループ各社の法令若しくは定
款に違反する事項を知った場合には監査等委員会に報告します。尚、直接通
報窓口については、当社の総務部門と当社が指定する外部の通報先、及び当
社の監査等委員会室に設置します。

9. 直接通報窓口その他を通じて報告をした者が、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

(1) 直接通報窓口その他を通じて通報した者に対して、当該通報を理由としてい
かなる不利益をも受けないよう保護規定を設け、適切に運用します。

10.当社の監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続

きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針その

他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 当社は監査等委員会がその職務の執行について、会社法第399条の２第４項に
基づく費用の前払等の請求をした場合、当該費用又は債務が監査等委員の職
務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務
を処理します。
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(2) 当社は監査等委員会又は監査等委員会の選定する監査等委員が、その職務の
執行にあたり、弁護士、公認会計士等の外部専門家を利用することを求めた
場合、監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その
費用を負担します。

(3) 監査等委員会は代表取締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、
監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換し、併せて
必要と判断される要請を行うなど、代表取締役との相互認識を深めるよう努
めます。

(4) 内部監査部門長は、監査等委員会の選定する監査等委員から指示がなされた
場合、それに従います。また、監査等委員が往査を行う場合は積極的に協力
をします。

(5) 内部監査部門長の人事異動及び人事考課は、監査等委員会の事前同意を得て
行います。
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Ⅵ．内部統制システムの運用状況の概要について

　当事業年度における、当社の内部統制システム基本方針に対する運用

状況は以下のとおりであります。

1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)「コンプライアンス規程」を制定し、その中において役職員の行動の基本とな
る「コンプライアンス行動基準」を規定、それにより取締役が法令及び定款
を遵守しております。又、内部統制委員会、コンプライアンス委員会を各々
年４回開催し内部統制システムの構築状況、問題点の把握・改善を図ってお
ります。

(2) 取締役会を臨時開催も含め年18回開催し、その中で各取締役の職務執行を監
督しております。又、監査等委員会もしくは監査等委員は取締役会、経営会
議等の重要な会議への出席等を通じ、その意思決定の過程及び内容について
監視しております。更に、監査等委員会を年23回開催し、内部統制システム
の構築・運用の状況を監視し検証を行っております。

(3) 反社会的勢力に対しては、「コンプライアンス行動基準」に基づき対応するこ
ととしており、また主管対応部署に「不当要求防止責任者」を設置し、一切
の関係を持たない体制となっております。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役会、経営会議、カンパニー経営会議、国際事業経営会議並びに取締役
が主催又は出席する各種委員会等の会議体の議事録は、事務局部署が作成し
「文書管理規程」その他社内規程に基づき保管・管理しております。又、取締
役が決定者となる社内稟議も上述の規程に基づき、起案部署が主管して社内
保管管理データベースを活用して保管・管理しております。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)「内部統制規程」に基づき設置された「内部統制委員会」が主体となり、当社
グループのリスク情報を一元管理することにより全社的な重要リスクの把握、
対策推進を行っております。

(2) 不測の事態が発生した場合には、「危機管理規程」及び「危機管理マニュア
ル」に基づき「対策会議」を開催、事態の重要度等に応じ「対策本部」を設
置するなど、適切に対応する体制となっております。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 業務執行に係る重要案件については、取締役会への上程前にカンパニー経営
会議、国際事業経営会議に付議、又は、個別の報告会議にて執行役員、事業
役員による潜在リスクの有無を含めた議論を経ることで、取締役の業務執行
の適正性・効率性を図っております。

(2) 取締役会、経営会議、カンパニー経営会議、国際事業経営会議の議案と関連
資料の事前配布を徹底し、会議体出席前の検討時間の確保に努めております。

(3) 策定した経営計画・利益計画に対して、取締役会、経営会議、カンパニー経
営会議、国際事業経営会議でそれぞれ毎月のカンパニー、事業部別の実績と
次月以降の見込みを報告し、必要に応じて適宜対策検討の議論ができるよう
にしております。
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5. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)「内部統制委員会」を年４回開催し、内部統制・リスク管理全般にわたる議論
を行っております。又、「コンプライアンス委員会」を年４回開催し、コンプ
ライアンス推進に関する年次活動の確認と、問題の把握と改善を図っており
ます。

(2)「コンプライアンス研修」や「コンプライアンスセルフチェック」の実施、
又、「コンプライアンス情報誌」や「コンプライアンス行動基準」の配布など
を実施し、全役職員へ法令遵守と企業倫理を浸透させ、コンプライアンス意
識・知識の向上を図っております。

(3) 年間監査計画に基づく「経営監査部」による業務監査の実施や、内部通報制
度の運用により、不正行為などの早期発見に努めております。

6. 当該株式会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

(1) 当社グループに適用する「行動指針」を定め、それに基づいた社内規程を整
備・運用するとともに、グループ各社が適切な内部統制システムを構築する
よう指導を行うなど、企業集団内部統制システムの体制整備と運用を推進し
ております。

(2) 当社グループの内部通報制度である「コンプライン」を社内窓口（総務部門
及び監査等委員会室）のほか、社外の通報窓口も設置し、通報者が利用しや
すい環境を整えております。

(3) グループ各社からの報告体制につきましては、「関係会社管理規程」に定めて
おり、各カンパニー経営会議、国際事業経営会議で毎月の業況を報告し、必
要に応じ関連資料や質疑応答等を通じて確認をするなど、業績管理・経営管
理を実施しております。

(4)「経営監査部」によりグループ各社の内部監査を実施することにより、グルー
プ全体の内部統制の有効性を確認しております。又、金融商品取引法に基づ
く、財務報告に係る内部統制についても年度基本計画に基づいて適切に対応
しております。

7. 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役

（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項及び当該使用人に

対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 監査等委員会の専任スタッフとして、業務執行部門から独立した「監査等委
員会室」を監査等委員会の直轄下に設置しており、監査等委員会スタッフは
監査等委員会もしくは監査等委員会が選定する監査等委員の指揮命令で職務
を行っております。なお、監査等委員会室長の人事考課は監査等委員会が行
い、異動等は監査等委員会の同意を得て行っております。

8. 当社及び当社グループ各社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受け

た者が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に

関する体制

(1) 監査等委員会から報告を求められた者は、迅速かつ的確に報告をしておりま
す。グループ各社監査役の監査報告書は適時、監査等委員会に報告されてお
り、又、監査等委員会が設置した「グループ監査役会議」において各社監査
役から、各社の内部統制状況について報告を受けること等により、各社監査
役と連携を図り、企業集団全体の監査環境の整備に努めております。
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(2)「経営監査部」は、内部監査の計画、内部監査結果について、代表取締役及び
監査等委員会に報告をしております。

(3) 内部通報等を通じて通報を受けた者は、コンプライアンス違反事項を認識し
た場合、直ちに監査等委員会に報告をしております。

9. 直接通報窓口その他を通じて報告をした者が、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

(1) 直接通報窓口その他を通じて通報した者に対して、当該通報を理由としてい
かなる不利益をも受けないようコンプライアンス・ヘルプライン運用規則に
て保護規定を設け適切に運用しております。

10.当社の監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続

きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針その

他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査等委員会が、監査等委員の職務執行上必要と見込まれる費用について請
求をした場合、当社は当該費用又は債務が監査等委員の職務の執行に必要で
ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理しておりま
す。

(2) 代表取締役と監査等委員会との相互の認識を深める観点から、定期的に会合
を開催し、両者の意見交換を行うとともに、監査等委員会が代表取締役の諸
課題の取り組み状況について確認を行っております。

(3) 内部監査部門長は、監査等委員会からの指示に対し積極的に協力しておりま
す。

(4) 内部監査部門長の人事異動及び人事考課は、監査等委員会の事前同意を得て
行っております。

Ⅶ．会社の支配に関する基本方針

　当社は、株主の皆様が長期にわたり株式を持ち続けていただくことが

重要と考え、業績の向上により企業価値を高めていくことに努めてお

り、現時点では買収防衛策について特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中に記載の金額及び株式数については、それぞれ表示単位未満は

切捨て、比率は四捨五入により表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年５月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 135,904 流 動 負 債 107,012
現 金 及 び 預 金 23,689 支払手形及び買掛金 44,529
受取手形及び売掛金 48,276 電 子 記 録 債 務 14,876
電 子 記 録 債 権 5,490 短 期 借 入 金 8,818
有 価 証 券 858 1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 7,500
商 品 及 び 製 品 15,516 １年内返済予定の長期借入金 12,321
仕 掛 品 17,358 リ ー ス 債 務 323
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 10,824 未 払 法 人 税 等 904
繰 延 税 金 資 産 1,883 繰 延 税 金 負 債 51
そ の 他 13,167 賞 与 引 当 金 381
貸 倒 引 当 金 △1,160 工 事 損 失 引 当 金 11

そ の 他 17,293
固 定 資 産 135,112 固 定 負 債 77,925
有 形 固 定 資 産 106,201 社 債 3,000
建 物 及 び 構 築 物 25,899 転換社債型新株予約権付社債 7,515
機械装置及び運搬具 21,194 長 期 借 入 金 39,539
土 地 54,319 リ ー ス 債 務 631
リ ー ス 資 産 883 繰 延 税 金 負 債 2,841
建 設 仮 勘 定 653 土地再評価に係る繰延税金負債 4,660
そ の 他 3,250 役員退職慰労引当金 30
無 形 固 定 資 産 6,873 製 品 改 修 引 当 金 931
の れ ん 3,162 退職給付に係る負債 16,702
リ ー ス 資 産 9 資 産 除 去 債 務 443
そ の 他 3,702 そ の 他 1,630

投資その他の資産 22,036 負 債 合 計 184,938
投 資 有 価 証 券 18,864 (純 資 産 の 部)
長 期 貸 付 金 89 株 主 資 本 76,518
退職給付に係る資産 384 資 本 金 15,000
繰 延 税 金 資 産 22 資 本 剰 余 金 32,941
そ の 他 3,622 利 益 剰 余 金 28,805
貸 倒 引 当 金 △947 自 己 株 式 △228

その他の包括利益累計額 6,839
その他有価証券評価差額金 3,794
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △19
土 地 再 評 価 差 額 金 3,824
為 替 換 算 調 整 勘 定 △875
退職給付に係る調整累計額 115

非支配株主持分 2,721
純 資 産 合 計 86,079

資 産 合 計 271,017 負 債 純 資 産 合 計 271,017

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

― 27 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年07月27日 18時09分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連 結 損 益 計 算 書
（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額
売 上 高 328,409
売 上 原 価 261,387
売 上 総 利 益 67,022
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 65,820
営 業 利 益 1,201
営 業 外 収 益

受 取 利 息 31
受 取 配 当 金 333
保 険 配 当 金 等 収 入 192
ス ク ラ ッ プ 売 却 益 654
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 238
そ の 他 963 2,413

営 業 外 費 用
支 払 利 息 497
売 上 割 引 1,037
そ の 他 542 2,077

経 常 利 益 1,536
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 15
投 資 有 価 証 券 売 却 益 292
補 助 金 収 入 34
そ の 他 5 347

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 155
固 定 資 産 除 却 損 312
減 損 損 失 315
そ の 他 19 803

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,081
法人税、住民税及び事業税 1,136
過 年 度 法 人 税 等 172
法 人 税 等 調 整 額 253 1,562

当 期 純 損 失 481
非支配株主に帰属する当期純利益 250

親会社株主に帰属する当期純損失 731

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 15,000 33,007 30,645 △214 78,438

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 △1,102 　 △1,102

親会社株主に帰属する当期純損失 　 　 △731 　 △731

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △14 △14

自 己 株 式 の 処 分 　 △0 　 0 0

土地再評価差額金の取崩 　 　 △6 　 △6

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 　 △66 　 　 △66

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － △66 △1,839 △14 △1,920

当 期 末 残 高 15,000 32,941 28,805 △228 76,518

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 3,213 △40 3,818 △1,202 △2,590 3,197 2,510 84,147

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 　 △1,102

親会社株主に帰属する当期純損失 　 　 　 　 　 　 　 △731

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　 △14

自 己 株 式 の 処 分 　 　 　 　 　 　 　 0

土地再評価差額金の取崩 　 　 　 　 　 　 　 △6

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 　 　 　 　 　 　 　 △66

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 580 21 6 326 2,706 3,641 210 3,851

当 期 変 動 額 合 計 580 21 6 326 2,706 3,641 210 1,931

当 期 末 残 高 3,794 △19 3,824 △875 115 6,839 2,721 86,079

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成30年５月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 99,492 流 動 負 債 90,574
現 金 及 び 預 金 9,810 支 払 手 形 5,630
受 取 手 形 5,449 電 子 記 録 債 務 16,449
電 子 記 録 債 権 4,362 買 掛 金 23,975
売 掛 金 37,179 短 期 借 入 金 5,500
商 品 及 び 製 品 9,089 １年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 7,500
仕 掛 品 13,938 １年内返済予定の長期借入金 11,307
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,788 リ ー ス 債 務 235
前 払 費 用 170 未 払 金 7,117
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 2,111 未 払 費 用 3,901
未 収 入 金 3,212 未 払 法 人 税 等 529
繰 延 税 金 資 産 1,304 前 受 金 3,063
そ の 他 10,582 預 り 金 4,086
貸 倒 引 当 金 △1,508 工 事 損 失 引 当 金 11

固 定 資 産 124,851 そ の 他 1,267
有 形 固 定 資 産 76,325 固 定 負 債 61,329
建 物 18,492 社 債 3,000
構 築 物 1,370 転換社債型新株予約権付社債 7,515
機 械 及 び 装 置 13,971 長 期 借 入 金 36,326
車 両 運 搬 具 36 リ ー ス 債 務 435
工 具、 器 具 及 び 備 品 1,599 繰 延 税 金 負 債 1,097
土 地 40,156 土地再評価に係る繰延税金負債 4,474
リ ー ス 資 産 620 退 職 給 付 引 当 金 6,486
建 設 仮 勘 定 77 製 品 改 修 引 当 金 931

無 形 固 定 資 産 2,876 資 産 除 去 債 務 424
借 地 権 57 そ の 他 636
ソ フ ト ウ エ ア 2,181
の れ ん 626 負 債 合 計 151,904
リ ー ス 資 産 2 (純 資 産 の 部)
そ の 他 8 株 主 資 本 65,555

投資その他の資産 45,649 資 本 金 15,000
投 資 有 価 証 券 15,335 資 本 剰 余 金 28,145
関 係 会 社 株 式 24,393 　資 本 準 備 金 11,581
出 資 金 28 　そ の 他 資 本 剰 余 金 16,564
関 係 会 社 出 資 金 2,634 利 益 剰 余 金 22,550
長 期 貸 付 金 11 そ の 他 利 益 剰 余 金 22,550
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 558 繰 越 利 益 剰 余 金 22,550
従 業 員 長 期 貸 付 金 26 自 己 株 式 △140
破 産 更 生 債 権 等 769 評 価 ・ 換 算 差 額 等 6,883
長 期 前 払 費 用 234 その他有価証券評価差額金 3,742
前 払 年 金 費 用 843 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △16
そ の 他 1,794 土 地 再 評 価 差 額 金 3,157
貸 倒 引 当 金 △982 純 資 産 合 計 72,438
資 産 合 計 224,343 負 債 純 資 産 合 計 224,343
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額
売 上 高 242,654
売 上 原 価 192,451
売 上 総 利 益 50,202
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 49,695
営 業 利 益 507
営 業 外 収 益

受 取 利 息 58
受 取 配 当 金 371
仕 入 割 引 117
保 険 配 当 金 等 収 入 156
ス ク ラ ッ プ 売 却 益 187
そ の 他 724 1,613

営 業 外 費 用
支 払 利 息 381
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 72
売 上 割 引 623
そ の 他 461 1,538

経 常 利 益 582
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4
投 資 有 価 証 券 売 却 益 292
補 助 金 収 入 34
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 3 334

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 44
固 定 資 産 除 却 損 156
固 定 資 産 圧 縮 損 6
減 損 損 失 32
関 係 会 社 株 式 評 価 損 66
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 2,908 3,214

税 引 前 当 期 純 損 失 2,297
法人税、住民税及び事業税 420
過 年 度 法 人 税 等 170
法 人 税 等 調 整 額 94 684

当 期 純 損 失 2,982

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 15,000 11,581 16,564 28,145 26,650 △126 69,669

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,102 △1,102

当 期 純 損 失 △2,982 △2,982

自 己 株 式 の 取 得 △14 △14

自 己 株 式 の 処 分 △0 △0 0 0

土地再評価差額金取崩額 △15 △15

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 - - △0 △0 △4,099 △14 △4,113

当 期 末 残 高 15,000 11,581 16,564 28,145 22,550 △140 65,555

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 3,170 △18 3,141 6,294 75,963

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,102

当 期 純 損 失 △2,982

自 己 株 式 の 取 得 △14

自 己 株 式 の 処 分 0

土地再評価差額金取崩額 △15

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 571 2 15 589 589

当 期 変 動 額 合 計 571 2 15 589 △3,524

当 期 末 残 高 3,742 △16 3,157 6,883 72,438

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年７月13日

三協立山株式会社

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山本健太郎 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 笠 間 智 樹 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 森 部 裕 次 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三協立山株式会社の平成
29年６月１日から平成30年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、三協立山株式会社及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年７月13日

三協立山株式会社

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山本健太郎 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 笠 間 智 樹 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 森 部 裕 次 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、三協立山株式会社
の平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第73期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第73期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果

につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関

する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい

て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、

下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、当期の監査方針、

職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事

業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月

28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

平成30年７月23日
三協立山株式会社 監査等委員会

常 勤 監 査 等 委 員 西 岡 隆 郎 ㊞

常 勤 監 査 等 委 員 野 崎 博 見 ㊞

常 勤 監 査 等 委 員 三 村 伸 昭 ㊞

監 査 等 委 員 堀 祐 一 ㊞

監 査 等 委 員 釣 長 人 ㊞

(注) 監査等委員 野崎博見、堀祐一及び釣長人は、会社法第２条第15号及び第

331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類
　
議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）９名選任の件

　本株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く）

８名が任期満了となります。つきましては、経営の透明性の確保及びコー

ポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため社外取締役１名を増員し、

取締役（監査等委員である取締役を除く）９名の選任をお願いしたいと存

じます。

　取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は次のとおりであり

ます。
　

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数
(普通株式)

１
山　下　清　胤
やま した きよ つぐ

(昭和29年１月18日生)

昭和52年４月 三協アルミニウム工業㈱入社

10,600株

平成17年８月 同社管理統括室人事部長
平成18年６月 三協・立山ホールディングス㈱総務統

括室人事室部長兼三協立山アルミ㈱
総務本部人事部長

平成19年９月 同社経営企画統括室経営管理室部長
平成23年６月 同社経営企画統括室経営管理部長兼

経営企画部長
平成23年８月 同社取締役経営企画統括室長
平成24年６月 同社取締役
平成24年６月 当社取締役 執行役員
平成24年６月 当社三協マテリアル社 社長
平成25年８月 当社代表取締役社長

（現在に至る）
【取締役候補者の選任理由】
　同氏は、主に技術開発・人事・経営企画関係業務に従事し、現在、当社代表取締役社長を務
めております。当社での豊富な業務経験と当社グループ経営全般に関する知見を有しており、
引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数
(普通株式)

２
中　野　敬　司
なか の たか し

(昭和28年２月９日生)

昭和51年４月 三協アルミニウム工業㈱入社

14,200株

平成15年12月 同社経営企画室部長兼三協・立山ホー
ルディングス㈱経営企画室部長

平成17年９月 同社執行役員
平成18年６月 三協立山アルミ㈱執行役員
平成19年８月 同社常務執行役員
平成21年８月 同社取締役 常務執行役員
平成24年６月 当社取締役 執行役員
平成24年６月 当社三協アルミ社 上席事業役員
平成26年６月 当社タテヤマアドバンス社 社長
平成28年８月 当社常務取締役 執行役員
平成29年６月 当社三協アルミ社 社長

(現在に至る)
平成29年８月 当社代表取締役専務 執行役員

(現在に至る)
【取締役候補者の選任理由】
　同氏は、主に建材営業・経営企画関係業務に従事し、また当社社内カンパニーのタテヤマア
ドバンス社及び三協アルミ社の社長も担当し、現在、代表取締役専務を務めております。当社
での豊富な業務経験と当社グループ経営全般に関する知見を有しており、引き続き取締役とし
て選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数
(普通株式)

３
岡 　
おか

本
もと

　 誠
まこと

(昭和29年10月２日生)

昭和52年４月 住友信託銀行㈱（現、三井住友信託銀
行㈱）入社

9,500株

平成17年６月 同社東京営業第一部長
平成19年４月 プロミス㈱常務執行役員
平成19年６月 同社取締役 常務執行役員
平成21年６月 住友信託銀行㈱（現、三井住友信託銀

行㈱）入社
平成21年７月 三協・立山ホールディングス㈱顧問
平成21年８月 同社常務取締役 財務経理統括室長兼

情報システム統括室長
平成24年６月 同社常務取締役 財務経理統括室長
平成24年６月 当社常務取締役 財務経理統括室長兼

情報システム統括室長
平成25年８月 当社三協マテリアル社 社長
平成25年８月 当社常務取締役 執行役員 財務経理

統括室担当
平成27年４月 当社常務取締役 執行役員 国際事業

統括室長兼財務経理統括室担当
平成27年６月 当社常務取締役 執行役員 国際事業

統括室長
平成29年６月 当社常務取締役 執行役員 国際事業

統括室長兼国際事業代表兼マテリアル
事業管掌

平成30年６月 当社常務取締役 財務経理統括室長兼
マテリアル事業、国際事業管掌
(現在に至る)

【取締役候補者の選任理由】
　平成２１年に当社顧問就任以来、それまでの住友信託銀行㈱（現、三井住友信託銀行㈱）等
での経験を活かしつつ、財務・経理・情報システム・国際事業等関係業務に従事し、また当社
社内カンパニーの三協マテリアル社の社長及び国際事業の代表も担当し、現在、常務取締役を
務めております。当社での豊富な業務経験と当社グループ経営全般に関する知見を有してお
り、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数
(普通株式)

４
庄
しょう

司　
じ

美
み

次
つぐ

(昭和29年２月14日生)

昭和51年４月 ㈱北陸銀行入行

7,600株

平成17年６月 同行執行役員 総合事務部長
平成19年６月 同行執行役員 名阪地区事業部副本部

長兼大阪支店長
平成21年６月 同行常務執行役員
平成21年８月 三協・立山ホールディングス㈱顧問
平成21年８月 三協立山アルミ㈱取締役 常務執行役員
平成21年８月 三協・立山ホールディングス㈱常務取

締役 内部統制室長
平成24年６月 同社常務取締役 内部統制室長兼経営

企画統括室長
平成24年６月 当社常務取締役 経営企画統括室長兼

経営監査部担当
平成24年６月 当社三協アルミ社 上席事業役員

(現在に至る)
平成25年８月 当社常務取締役 経営企画統括室長兼

経営監査部担当兼情報システム統括室
長

平成26年８月 当社常務取締役 執行役員
平成27年６月 当社常務取締役 執行役員 経営企画

統括室長兼経営監査部担当
平成30年６月 当社常務取締役 執行役員 三協アル

ミ社副社長
(現在に至る)

【取締役候補者の選任理由】
　平成２１年に当社顧問就任以来、それまでの㈱北陸銀行での経験を活かしつつ、主に経営企
画・情報システム・内部統制関係業務に従事し、現在、常務取締役を務めております。当社で
の豊富な業務経験と当社グループ経営全般に関する知見を有しており、引き続き取締役として
選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数
(普通株式)

５
山　田　浩　司
やま だ ひろ し

(昭和30年11月３日生)

昭和53年４月 日本開発銀行（現、㈱日本政策投資銀
行）入行

8,300株

平成11年10月 同行情報企画部次長
平成15年４月 ㈱ウェザーニューズ出向
平成20年４月 同社入社 社長室長
平成22年５月 三協・立山ホールディングス㈱顧問
平成22年６月 三協立山アルミ㈱常務執行役員
平成22年８月 三協・立山ホールディングス㈱常務取

締役 総務人事統括室長
平成24年６月 当社常務取締役 総務人事統括室長
平成27年６月 当社常務取締役 財務経理統括室長兼

情報システム統括室長兼総務人事統括
室担当

平成27年８月 当社常務取締役 財務経理統括室長兼
情報システム統括室長

平成30年６月 当社常務取締役 総務人事統括室長兼
情報システム統括室長兼経営監査部担
当
(現在に至る)

【取締役候補者の選任理由】
　平成２２年に当社顧問就任以来、それまでの日本開発銀行（現、㈱日本政策投資銀行）等で
の経験を活かしつつ、主に総務・人事そして財務・経理、情報システム関係業務に従事し、現
在、常務取締役を務めております。当社での豊富な業務経験と当社グループ経営全般に関する
知見を有しており、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

― 43 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年07月27日 18時09分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数
(普通株式)

６
平　能
ひら の

　正
しょう

　三
ぞう

(昭和33年４月28日生)

昭和57年４月 三協アルミニウム工業㈱入社

3,400株

平成20年６月 三協立山アルミ㈱千葉支店長
平成23年６月 同社ビル事業部ビル建材部長
平成24年６月 当社三協アルミ社 ビル事業部ビル建

材部長
平成26年６月 当社三協アルミ社 事業役員
平成27年８月 当社取締役 執行役員
平成29年６月 当社取締役 執行役員 三協マテリア

ル社社長兼国際事業 事業役員
平成30年６月 当社取締役 執行役員 国際事業統括

室長兼国際事業代表兼三協マテリアル
社社長
(現在に至る)

【取締役候補者の選任理由】
　同氏は、主に建材営業関係業務に従事し、また当社社内カンパニーの三協マテリアル社の社
長及び国際事業の代表も担当し、現在、取締役を務めております。当社での豊富な業務経験と
当社グループ経営全般に関する知見を有しており、引き続き取締役として選任をお願いするも
のであります。

７
黒 　
くろ

崎
さき

　 聡
さとし

(昭和30年11月13日生)

昭和53年４月 三協アルミニウム工業㈱入社

3,100株

平成17年４月 同社人事部長
平成17年８月 三協・立山ホールディングス㈱経営企

画室部長兼三協アルミニウム工業㈱経
営企画室部長

平成18年６月 三協・立山ホールディングス㈱経営企
画室部長兼三協立山アルミ㈱経営企画
部長

平成20年６月 三協立山アルミ㈱調達本部副本部長
平成21年６月 同社調達本部長
平成24年６月 当社三協アルミ社 東海住宅建材支店長
平成27年６月 当社総務人事統括室長
平成27年８月 当社取締役 総務人事統括室長
平成29年８月 当社取締役 総務人事統括室長兼経営

監査部担当
平成30年６月 当社取締役 経営企画統括室長兼改革

推進部担当
(現在に至る)

【取締役候補者の選任理由】
　同氏は、建材営業・技術開発・人事・経営企画・購買等関係業務に従事し、現在、取締役を
務めております。当社での豊富な業務経験と当社グループ経営全般に関する知見を有してお
り、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月

日)

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数
(普通株式)

８
池　田　一　仁
いけ だ かず ひと

(昭和33年6月2日生)

平成 2年４月 立山アルミニウム工業㈱入社

0株

平成22年６月 タテヤマアドバンス㈱大阪支店長
平成24年６月 当社タテヤマアドバンス社 大阪支店

長
平成26年６月 当社タテヤマアドバンス社 東京商業施

設支店長
平成28年６月 当社タテヤマアドバンス社 事業役員

営業統括室統括室長
平成29年６月 当社タテヤマアドバンス社 社長
平成29年８月 当社取締役 執行役員 当社タテヤマ

アドバンス社 社長
(現在に至る)

【取締役候補者の選任理由】
　同氏は、商業施設営業・経営企画関係業務に従事し、現在、当社社内カンパニーのタテヤ
マアドバンス社の社長も担当しております。当社での豊富な業務経験と当社グループ経営全
般に関する知見を有しており、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

９

※

武　島　直　子
たけ しま なお こ

(昭和44年7月26日生)

平成 4年４月 ㈱東芝入社

0株
平成15年10月 弁護士登録、富山県弁護士会入会

平成24年１月 たけしま法律事務所開設

(現在に至る)

【社外取締役候補者の選任理由】
　同氏は、弁護士として豊富な経験と知識を有しております。これらの経験・知見を生かし、
経営陣から独立した立場で当社の監督機能や取締役会での意思決定の実効性強化に貢献いた
だけると判断し、新任の社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）1.※印は新任の取締役候補者であります。
2.候補者各氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
3.武島直子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役候補者であります。
4.武島直子氏が選任された場合は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定する予定であります。
5.武島直子氏が選任された場合は、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を、その職務を行うにつき善意でありかつ重大
な過失がなかったときは、同法第425条第１項に定める最低責任限定額に限定する
旨の契約を締結する予定であります。

6.三協アルミニウム工業㈱と立山アルミニウム工業㈱は平成18年６月１日付で合併
し、三協立山アルミ㈱に商号を変更いたしました。

7.三協立山アルミ㈱、三協マテリアル㈱及びタテヤマアドバンス㈱は、平成24年６
月１日に、三協立山アルミ㈱を存続会社として合併いたしました。また、存続会
社の三協立山アルミ㈱は同日付で商号を三協立山㈱に変更いたしました。

8.三協立山㈱は平成24年12月１日付で親会社であった三協・立山ホールディングス
㈱と、三協立山㈱を存続会社として合併いたしました。
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【ご参考】独立性判断基準

　当社では、社外取締役の選任に際して以下の基準により独立性を判断しています。

　 以下のいずれかに該当する場合は、独立性を有しない。
１．当社グループの現在の業務執行者又は当社グループの業務執行者であった者。
２．以下に該当する当社の主要な取引先若しくはその業務執行者

①当社の継続的な取引先で、当社販売総額の１％以上、かつ、当該会社の仕入額
に占める当社販売額が10％以上。

②取引金融機関のうち、当社総借入額に占める当該金融機関からの借入額が10％
以上。

３．以下に該当する当社を主要な取引先とする者若しくはその業務執行者
①継続的な取引先で、当社仕入総額の１％以上、かつ、当該会社の売上に占める
当社仕入額が10％以上。

４．取締役の相互兼任の関係にある会社
①当社の出身者が社外役員となっている会社であって、当該会社の出身者が当社
の社外取締役である場合。

②当社の社外取締役本人が取締役に就任している会社又は取締役に相当する役員
に就任している会社において、当社の取締役に相当する役員に就任している場合。

５．当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、
会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である
場合は、当該団体に所属する者）

６．当社が寄付を行っている先又はその出身者
７．第１号から第６号までに該当していた者で、当該先の業務執行者でなくなって

から10年に満たない者。
８．次のａからｃまでのいずれかに掲げる者（重要でない者を除く）の二親等内の

親族又は同居の親族
ａ 第１号から第７号までに掲げる者

ｂ 当社又は当社子会社の業務執行者

ｃ 最近においてｂに該当していた者

以 上
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〈メ モ 欄〉
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文

文

至金沢

卸売市場口卸売市場口

羽広町羽広町 南町南町

北陸新幹線北陸新幹線

厚生連
高岡病院

高岡駅高岡駅

高岡商業
高校

昭和町昭和町

横田本町横田本町

西町

高岡西
高校

川原町

高岡
警察署

高岡
古城公園
高岡
古城公園

至高岡I.C

ウイング・ウイング
高岡

ウイング・ウイング
高岡

あいの風とやま鉄道あいの風とやま鉄道

株主総会会場
三協立山株式会社
本社

株主総会会場
三協立山株式会社
本社

８

156

新高岡駅

株主総会会場案内図
　

会 場：富山県高岡市早川70番地
三協立山株式会社 本社 ショウルーム
２階大ホール

　

　

交 通：鉄道……北陸新幹線 新高岡駅
……あいの風とやま鉄道 高岡駅

１．新高岡駅より会場までの交通の便
　 新高岡駅南口 バス1番乗り場より

①国吉・勝木原方面行バス乗車約20分、「高岡商業高校前」下車、徒歩約５分
②福岡・石動方面行バス乗車約20分「瑞穂町」下車、徒歩約７分

２．高岡駅より会場までの交通の便
　 高岡駅前北口 バス3番乗り場より

①国吉・勝木原方面行バス乗車約10分、「高岡商業高校前」下車、徒歩約５分
②福岡・石動方面行バス乗車約10分「瑞穂町」下車、徒歩約７分
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